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 発注者
ａ 国、地方公共団体（都道府県、市町
村、特別区、地方公共団体の組合及び
財産区）、特殊法人等を除く者
ｂ 国、地方公共団体（都道府県、市町
村、特別区、地方公共団体の組合及び
財産区）、特殊法人等又はこれらの者
を除く者

※建物用途「ａ」の場合は発注者も「ａ」
に限る。同様に建物用途「ｂ」の場合は
発注者も「ｂ」に限る。
 構造 上記アに同じ
 階数 上記アに同じ
 建物規模 上記アに同じ
 建築種別 上記アに同じ
 工事種目 上記アに同じ
 施工期間 上記アに同じ
※１ 「共同住宅等」とは、共同住宅、病
院又は診療所（患者の収容施設がある
ものに限る。）、ホテル、旅館、下宿、
寄宿舎、児童福祉施設、助産所、身体
障害者社会参加支援施設（補装具製作
施設及び視聴覚障害者情報提供施設を
除く。）、保護施設（医療保護施設を除
く。）、女性自立支援施設、老人福祉施
設、有料老人ホーム、母子保健施設、
障害者支援施設、地域活動支援セン
ター、福祉ホーム、障害福祉サービス
事業施設（生活介護、自立訓練、就労
移行支援又は就労継続支援を行う事業
に限る。）をいう。

※２ 「特殊法人等」とは、公共工事の入
札及び契約の適正化の促進に関する法
律施行令第１条に定めるもののほか、
国立大学法人法に基づく国立大学法人
及び大学共同利用機関法人（過去にお
いて公共工事の入札及び契約の適正化
の促進に関する法律第２条第１項の適
用を受けていた特殊法人等が発注者と
なった業務を実績として提出する場合
は、特殊法人等に該当していたことを
確認できる当時の法令等の根拠資料を
求める。）

※３ Ｓ造については、建築基準法施行令
（昭和25年政令338号）第１条第３号
に定める「構造耐力上主要な部分」の
うち柱及び横架材は重量鉄骨であるも
のに限る。

※４ ＳＲＣ造及びＲＣ造にはＰＣ造及び
ＰＣａ造を含む。

※５ 「庁舎」とは、国又は地方公共団体
の施設で一般行政事務に供される施設
をいい、特殊法人等の施設で一般事務
に供される施設及び法務省収容施設は
「庁舎」と同様に取り扱うものとする。

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者（監理技術者にあっては、監理技術
者資格者証及び監理技術者講習修了証を有す
る者）を本工事に専任で配置することができ
ること。
ア 一級電気工事施工管理技士又はこれと同
等以上の資格を有する者であること。
イ 上記に掲げる同種又は類似工事の経験
を有する者であること（共同企業体の構成
員としての実績は、出資比率が20％以上の
場合のものに限る。）。
ウ 所属建設業者から入札の申込みのあった
日以前に同建設業者と３か月以上の雇用関
係にあること。

 主任技術者又は監理技術者の専任期間は以
下のとおりである。
ア 契約締結日の翌日から工事の始期までの
期間については、主任技術者又は監理技術
者の設置を要しない。
イ 契約締結日の翌日から現場施工に着手す
るまでの期間（現場事務所の設置、資機材
の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの
期間）については、発注者と受注者の間で
書面により明確にした場合に限って、主任
技術者又は監理技術者の工事現場での専任
を要しない。
ウ 工事完成後、検査が終了し（発注者の都
合により検査が遅延した場合を除く。）、事
務手続後、後片付け等のみが残っている期
間については、発注者と受注者の間で書面
により明確にした場合に限って、主任技術
者又は監理技術者の工事現場での専任を要
しない。なお、検査が終了した日は、発注
者が工事の完成を確認した旨、受注者に通
知した日とする。

 申請書及び資料の提出期限の日から開札の
時までの期間に、平成７年１月23日付け法務
省営第191号会計課長通達「工事請負契約に
係る指名停止等の措置要領の制定及び運用に
ついて」に基づく指名停止を受けていないこ
と。

 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
注業者（協力事務所を含む。以下同じ。）でな
いこと又は当該受注業者と資本若しくは人事
面において関連がある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（入札説明書参照）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 警察当局から、暴力団が実質的に経営を支
配する業者又はこれに準ずる者として排除要
請があり、法務省大臣官房施設課長が契約の
相手方として不適当であると認めていないこ
と。

３ 段階的選抜方式に関する事項
上記２に掲げる競争参加資格を満たす者につ
いて、申請書及び資料に記載された企業の技術
力及び配置予定技術者の能力について評価点を
算出し、評価点合計の上位10者までに含まれる
者（以下「選抜者」という。）を選定する。また、
各評価点の合計が上位10者目となる者が複数い
る場合は、その全ての者を選抜する。競争参加
資格を満たした者が10者未満の場合は、選抜者
を選定する際の評価は行わず、当該競争参加資
格を満たした全ての者を選抜する。
おって、選抜者の辞退等により、選抜者の数
が10者未満となった場合であっても、選抜され
なかった者を新たに選抜しない。
選抜者は、技術提案を提出し、入札に参加す
ることができる。
なお、選抜者を選定する際の評価は、落札者
を決定する際の評価には用いない。
４ 総合評価に関する事項
 落札者の決定方法 入札参加者は、「価格」、
「技術提案」、「従業員への賃金引上げ計画の
表明」及び「施工体制」をもって入札を行い、
次のア及びイの要件に該当する者のうち、下
記によって得られる数値（以下「評価値」
という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき評価値の最も高
い者が２者以上あるときは、くじにより落札
者を決定する。
なお、入札価格によっては、その者により
当該契約の内容に適合した履行がなされない
おそれがあると認められるとき、又はその者

と契約を締結することが公正な取引の秩序を
乱すこととなるおそれがあって著しく不適当
であると認められるときは、次のア及びイの
要件に該当する入札をした他の者のうち、評
価値が最も高い者を落札者とすることがあ
る。
ア 入札価格が予決令第79条の規定に基づい
て作成された予定価格の範囲内であるこ
と。
イ 評価値が標準点を予定価格で除した数値
（基準評価値）に対して下回らないこと。

 総合評価の方法 総合評価は、「標準点」
（100点）、「加算点」（最高64点）、「施工体制評
価点」（最高30点）の合計を入札価格で除して
得られる数値（評価値）をもって行う。
ア 標準点 入札参加者全てに付与する。
イ 加算点 次のの提案項目についての評
価点（最高各30点）の合計に対し、施工体
制評価点を30で除した数値を乗じて算出さ
れる数値と、次のの従業員への賃金引上
げ計画の表明についての評価点（最高４点）
の合計を付与する。
 提案項目
 ＥＰＳ、ＭＢ（メーターボックス）
内の配管及び配線における品質向上に
関する提案（最高30点）
 地中埋設配管・配線及びハンドホー
ルの施工における品質向上に関する提
案（最高30点）

 従業員への賃金引上げ計画の表明（最
高４点）

ウ 施工体制評価点 品質確保の実効性につ
いての評価点（最高15点）及び施工体制確
保の確実性についての評価点（最高15点）
の合計を付与する。

 評価内容の担保 技術提案に記載された内
容については、契約書に記載するものとし、
工事完了後において、履行状況について検査
を行う。なお、技術提案に記載された内容に
ついては、受注者の責により評価内容が履行
されていない場合は、工事成績評定点から提
案項目ごとに５点を減点し、最大10点の減点
とする。
 その他具体的な内容等については入札説明
書による。
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